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年度 翰出額（ドル） 割合 強入額（ドル〉 割合
1800 1，177，846 L66％ 11，560，810 12．6％
1810 556，881 O．83 　 一
1820 3，289，000 4．72 … …
1830 1，8荏5，224 2．50 5，531，737 7．80
1840 2，286，290 1．73 9，695，639 9．05
1850 3，051，720 2．01 10，315，486 5．79
三851 3，493，208 L60 10，811，627 5．00
1852 3，605，906 1．72 20，615，155 9．68
1853 4，69嘆，964 2．03 14，572，740 5．44
1854 2，219，476 O．8◎ 16，986，989 5．63
1855 3，516，195 1．23 ユ8，288，328 6．99
1856 3，919，757 L20 19，572，054 6．22
1857 6，063，775 L67 21，140，650 5．86
1858 7，862，751 2．42 24，644，963 8．72
1859 9，249，2嘆0 2．59 22，038，186 6．50
1860 11，067，921 2．77 26，201，602 7．24
一　68　一
キンスは1897年から1899年まで第～合衆国銀行のボストン支店長に就任し、そして1805年から1824
年までマサチューセッツ州の上院議貫として8圓、同下院議員として3團選出され、さらに1816年と
1832年には大統領選挙入にもなった。
　　　　　　　　　　　　　　　⑩
　こうして初期中国貿易は、アメリカ資本主義の発展に寄与していったのである。
　ところが、「十九世紀の中葉に支那市場に対する合衆国の関心が、もはやボストンやサレムの船主
や伸介商入の比較的狭い範囲に限られず、商工業および銀行の一暦慶い範團に擬まり、支那が初め
てアメリカ産業の有望なる甫場となった」。このことを示すのが第11表である。購表は、1830年
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
代から1860年代にかけてのアメリカの中国への特別輸出（産業製贔とt）わけ綿製贔）の数量、なら
びに、それがアメリカのアジア全体への輸出額（第1表）に占める割合を示すものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
　この表からわかるように、1830年代以降、特別輸出は絶対的にだけでなく、網対的にも増加して
いる。後者について付轡すれば、これをアジア全域にたいする輸出額を基準にせず、アメリカの申
国への輸鵡総額を基準にすれば、その比重はさらに大きくなるであろう。いずれにせよ、1830年代
以降、中国がアメリカ産業資本の市場として重視されるようになったということができる。
　これまで論じてきたように、アメリカの中国貿易は、アメリカの総貿易額に占める量的側面から
いえば、大きいとはいえなかった。しかし、．アメリカ資本主義の発展と関連づけて質的な爾からみ
ると、アメリカの中国貿易は、ほぼ1830年代以前は前期的商業資本によっておこなわれ、アメリカ
第H表
年
度
1830
特別輸出
儒㍍）
　　o．15
簾灘・10。　　　　　　　　　　　（％＞　　　　　　　8
1838 0．65 29働
18麟 1．1 48轡
1850 1．5 49
1855 L5 40
1860 7．2 65
アナトリー・カントロウィチ・広島驚吉
訳「支郡蘭覇職と太李洋」　・上巻・霊瀟
握：・　1941年　・23，44｝tl’夢員興o
⑲1838年とIS44St1は、いずれもi840年の
輸出額から舞撮した。
資本主義の本源的蓄積の資ナを提供した。それ以後になると産業
資本を中心としておこなわれ、産業製品を販売することを主な羅
的とする貿易へとかわっていったのである。
　このような実態および意義をもっていた中国との貿易のために
アメリカが19世紀初頭以来、まずオレゴン、ついでカリフォルニ
ア地方を獲得しようとする政策を展開し、結局、1840年代にそれ
を領有したことについては、すでに第1章で論じた。
　それでは、このような中国との貿易を推進するために、アメリ
カは極東においてはどのような政策を展開したのであろうか。
　第3童　極東政策
　　第1節　中国政策
　アメリカは中国との貿易を確保・拡大するために、すでに論じたように、北アメリカ大陸におい
て19世紀初頭以来「西漸運動」の一環としてオレゴン、カリフォルニア地方を獲得する政策を追求
し、ついに1840年代にそれを領有した。しかし中国においては、前期的商業資本によって中国貿易
がおこなわれていた1830年代以蘭には、その保護・促進のために何らの政策もとらず、中国貿易は
f政策なき貿易」としておこなわれていた。
　　　　　　①
　ところが、中国貿易が産業資本を中心におこなわれるようになi）、しかも、1842年の「南京条約」
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によってイギリスの通商独占の可能性が生じると、アメリカは、中国から最恵国待遇を獲得して、
商業上の機会均等を確保しようとした。すなわち、1843年5月8日、カレップ・カッシングCaleb
Cushingが中国との通商条約締結のための使節に任命されたが、彼への訓令はつぎのようであった。
「中国の産物がアメリカへ多量に輸入されていることについてはここで長々と論じる必要はない。
これらの輸入品一とりわけ茶が多いのだが一一は減少するようには思われない」、また、「近頃、ア
メリカ製品の中国への輸畠貿易が生じている。最も友好的な通商上の便宜を獲得することによって、
そして中国との友好的な通商関係をできるだけ幅広く育てることによって、出入りできる中国の諸
港〔広東・福州・優門・寧波・上海〕で輸出を増大させることは、アメリカの農業・鉱業・商業・製
造業の利益にとって重要である」、したがって、「〔貴官の使命は〕イギリス商人たちによって享受さ
れているのと同様な友好的条件で、これらの諸港〔前記の5港〕にアメリカの船舶や積荷がはいる
ことを確保することである」、と。
　　　　　　　　　　　②
　こうしてアメリカは、産業資本を中心としておこなわれるようになった中霞貿易のために最恵国
待遇を獲得して、通商上の機会均等を確保しようとしたのである。そのさい、中国の領土保全が前
提にされていた。すなわち、同じくカッシングへの訓令によれば、「アメリカは、中国の領土のいか
なる部分をも欲しない」、と。
　　　　　　　　　③
　ところで、当時中国は、外交政策として以夷制夷政策、すなわち、特定の国家にのみ特権・便益
を与えるのではなくて、複数の国家に与えて彼ら稲互を牽制させるという政策をとっていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④
　それゆえ、アメリカの中国との通商条約締結交渉は「友誼的」におこなわれ、1844年7月3Hに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤
望贋条約が調廊された。同条約によってアメリカは、イギリスがすでに南京条約、五港通商章程（1843
年7月22日）および虎門塞条約（1843年10月8日）によって中国から獲得していたのと同様な権益
を獲得したのである。のみならず、「中国より他国に将来許与されるべき剰余の利益あるいは特権が
　　　　　　　　⑥
どのようなものであれ、これに関してアメリカおよびアメリカ市民もまた、完全かつ均等、公平に
許与される権利をもつ」（第2条）、と最恵国待遇を得て、他国が武力に訴えてでも中国から獲得する
かもしれない諸権益を、アメリカおよびアメリカ市民も無条件に取得できるようにしたのである。
　その後アメリカは、この望優条約によって自国の権益を確保・拡大していったが、185◎年を淺後
して、この条約を不十分であるとみなし改訂を欲するようになった。しかも、イギリスその他も同
様であった。ところで、この条約改訂において達成されるべき要求は、11）、中国の沿岸都市だけで
　　　　⑦
なく内地全部の開放、（2）、（1）の要求が不可能ならば、揚子江の自由航行、および南京までの沿岸都
市の開放、（3）、アヘン貿易の合法化、（4＞、輸出入繍にたいする内地通行税の廃比、そして（5）、外交
使節の北京常駐権であった。
　　　　　　　　　　　⑧
　ところが中国では、中国にたいしてこの不満足な条約の改訂を要求することはおろか、条約の実
施を求めることさえ危ぶまれるような事態が生じていた。「太平天国の乱」の勃発である。周知のよ
うに太平天国軍は1851年1月に広繭省で武装蜂起し、1852年末には揚子江に達し、さらに翌年3月
には南京を占領するまでになっていた。
一　70　一
｛このような事態に直面したアメリカは、つぎのように清朝を相手に条約改都交渉をおこなって
いった。　「太平天国政府が事実上の政府としてアメリカ政府に承認される徴候はないので、アメリ
カの満州政府〔清朝政府〕との外交関係は継続され、拡大されねばならない」、「清朝政府から条約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
上の特権がさらに得られるならば、太平天国軍はそれを否認することはできないだろう」、と。そし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
てこの条約改誕を、単独におこなわずに、ヨーwッパ諸国と一定の協力のもとにおこなおうとした。
すなわち、「アメリカ政府の中国にたいする諸要求は、イギリス、フランス両国のものにふくまれて
いるので」、「〔アメリカは〕平和的協力を彼らに提供し、共通の関心事について彼らと率直に連絡を
とるべきである」、と。
　　　　　　⑪
　しかし、このヨーnッパ諸国との協力行動は、中国の領土保全を蔚提条件にしていた。すなわち、
「アメリカ政府の本質と政策は」、「あの遠方の地域（中国〕において、領土や政治権力を拡大する
ことを拒否している」、としていたアメリカ政府に、アメリカの駐濤公使が、F〔条約改訂交渉を促進
　　　　　　　　⑫
するためには）アメリカの国旗が台湾に揚げられるべきである」、つまり台湾を占領すべきである、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬
と提案してきたのにたいして、同致府は、「中国在住のアメリカ人の保護と安全、および財産の保護
のために海軍力を強化することは適宜かもしれない」、「しかし、それを侵略的演的におこなうつも
りはない」、と圃答して、台湾占領を損否したのである。
　　　⑭
　このような政策、および望慶条約の最恵国条款によってアメリカは、イギリス、フランス両国が
「アローWU争　」をひきおこして拡大した通商上の権益をひとしく亭受することができた。のみなら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮
ず、これらを規定した1858年のアメリカと清国との天津条約において、「大清帝国が、ある国家また
はその商人・市民にたいして、本条約で与えられていない航海・通商・政治その他交際に関する権
利・特権・恩恵を許与するならば、アメリカおよびその窟畏はそのような権利・特権・恩恵に無条
件に均需する」（第30条）、と最恵国待遇を定めて、将来における諸権益の機会均等も保証されたのである。
　これまで論じてきたように、1840　・50年代にアメリカは、申国から最葱国待遇を獲得して、産業
資本を中心とする中国貿易のために通商上の機会均等を確保していった。そのさい、アメリカは、
中国の領土保全の政策をとったのである。
　　第2節　H　本開国
　1852年11月5H、アメリカ政府はペリー東インド艦隊司令竃兼H本特派大使に、　H本開国におい
て達成すべき自的にかんしてつぎのように訓令した。「（1）、日本諸島で難破したり、あるいは悪天候
のためにH本の港湾に漂着したりするアメリカ人船貫・財産の保護についてなんらかの恒久的な取
り決めをおこなうこと、（2）、アメリカの船舶が食料・水・燃料その他を購入したり、あるいは災害
のばあいに航行をふたたび続けるように修理したりするために、礫本のすくなくともひとつの港に
はいることの許可を得ること。もし本島のひとつに石炭貯蔵所を設ける許可が得られないならば、
臼本の近海にいくつかあるといわれている小さな無入島のひとつにでも、そのような施設を設ける
許可を得ることがきわめてのぞましい。（3＞、わが国の船舶が、売卸または物々交換によって穣荷を
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処分するために、日本の港のすくなくともひとつにはいる許可を得ること」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①
　これによってアメリカが日本開国に求めた目的が、（1）、難破船の船員および財産の保護、（2＞、避
難・補給港の獲得、（3）、通商の開始、であることがわかる。　　　　　　　　　　　　　　　’
　ペリーは1852年11月24日にアメリカを出発し、ケープタウンを経由してH本に向った。途中、同
年12月14日付でつぎのような書簡を本国政府に送った。「アメリカを出発して以来、本窟はH本訪問
によって生ずる結果について十分に熟慮する閑暇をもった。本窟は、あの不思議な〔H本）政府を
して実際上の交渉をおこなわしめることにすぐ成功する機会があるかどうかに関して、いまもなお
心中に疑問をいだいている。しかし、結局は意図する大臼的が実現されるだろうと確信している。
予備行動として、捕鯨船その他の船舶のためにすくなくともひとつの避難・補給港がただちに獲得
されなければならない。日本政府が本島内にこのような港を許与することを拒否し、軍隊と流撫に
よらなければそれを獲得できなければ、艦隊は、良港をもちかつ水と食料とを得るのに便利な集合
地を建設することが」「まず第一に望ましく、また実際に必要である」、と。この書簡によってペリー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②
が、日本を武力で開国できなかった場合を考慮して、H本の南方海上の島を、捕鯨船その他の船舶
の避難・補給港として獲得しなければならないとみなしていることがわかる。これを、先述のアメ
リカのH本開国にたいする呂的とあわせ考えるなら、ペリーは捕鯨船その他の船舶のための補給港
避難港獲得を最重視して、H本開国を求めていたということができる。ところで、ここで注閉すべ
きことは「その他の船舶」とは、ペリーによれぱ、アメリカと中国とを結ぶ太平洋横断航賂に従事
する商船をさしていることである。彼は、　N本および太職羊上のその他の多くの島」「のいくつ
かは、アメリカにとって重大となるべき運命を有する運商路〔カリフォルニアと中国とを結ぶ通商
路〕の途中に横たわっている。それゆえ、十分な数の避難港を獲得するために時を移さず積極的方
策をとらねばならない」、と論じた。
　　　　　　　　　③
　こうしてアメリカは、捕鯨船だけでなく中国貿易に従事する商船も避難したり、補給したりする
ことができる港湾を求めて、日本に開国を要求していったのである。
　その後もアメリカは、このような見地から臼本に溺国を求めていった。たとえば、第一軟臼本訪
問（1853年7月8日～同17日）直前の6月25日付の本国政麿あてペリーの書簡は、「與へられたる指
令に從って、余は遙なる海洋を横ぎる船舶のための避難及び休養港を求め、難そを確立せんことを
命じられたるものなれば、余は航海の當初より、現在余等が碇舶し居る港〔琉球の那覇〕及びボー
ニン（小笠原）諸島の主要港をば、主要汽船航路にとりて集散上全く便利なる港にして、錨鎖を與
へ得る港即ち適當なる停泊所なりとの兇解を絶えず有し続けたり。その主要航路は問もなく、吾が
太職羊諸港中の敦れか一港と支那との間に確立せらるるならんと信じ、又そは大いに希望さるべき
事柄なるべし」、と。さらに日本開圏後においてもぺ1）　一は、「余がノ1・笠原諸島を訪問したるときは、
　　　　　④
同諸島の横たはる太’ド洋附近を航海する船舶の集散地黙として、殊にこの地帯を航行する捕鯨船の
避難港及び供給港をなす所として、並にE本を維曲してカリフォルニアと、支那間に疑もなく遠か
らず確立さるべき汽船航路上の貯炭所として重要なる所なりとの観念を強く麹きたりき」、と。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　碗
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　こうしてアメリカは、中国貿易に従事するアメリカ商船の避難港、補給港を日本に求めることを
要因のひとつとして、H本を開国させたのである。そしてこれを、1854年3月31日に調印された巳
米和親条約でつぎのように規定した。「伊豆の下田港および松菌の箱館港は、アメリカ船舶を迎え
る港としてH本政府によって許与される。両港においてアメリカ船舶はH本入が持っている限り、
薪・水・食料・石炭および他の必要品を受けることができる」（第2条）、と。また岡条約は難破船の
船員財塵の保護に関する規定をおこない（第3、4、5条）、　鍵本関国に求めた前述のアメリカの3
廻的のうちふたつを実現した。しかしながら、もうひとつの慶的である総本との通商開始はほとん
ど達成できなかった。すなわち、「開港された港にはいるアメリカ船舶は、日本政府が暫定的に定め
る規定にしたがって、金・銀貨および物品を他の物品と交換することを許される」（第7条）と規定
したにすぎなかった。
　　　　　　　　⑤
　この結果アメリカは、日米和親条約によっては日本と通商を本格的におこなうことができなかっ
たのである。そこで、このような通商関係を改善するためにハリスを派遣した。ハリスが1858年7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦
月29日に調印したH米修好逓商条約によって、アメリカは臼本と本格的に通商をおこなうことがで
きるようになった。　　以上論じたように、アメリカの醸本開圏は、難破船の船費ならびに財産の保
　　　　　　　⑧
　以上論じたように、アメリカの日本開国は、難破船の船員ならびに財産の保護、捕鯨船の避難・
補給港の獲得、通商要求および、中国貿易に従事する商麟のための避難・補給港の獲得をその欝的
としていたのである。すなわち、日本開国はアメリカの中國貿易を確保・拡大することを要因のひ
とつとしていたのである。
　　　　　　　　　　⑨
　お　わ　り　に
　アメリカは1840・50年代に、中国貿易をおしすすめるために積極的に極東進出をおこなった。当時
の中国貿易は、アメリカ資本主義の本源的蓄積に一定の資力を提供していた前期的商業資本ではな
くて、産業資本を中心としておこなわれていた。この中国貿易のためにアメリカは、アメリカ大陸
では1846年オレゴン地方、1848年にカリフォルニア地方を獲得した。極菓においては、中国にたい
しては、1899年のジョン・へ4の対中国門芦開放宣言で著名となる政策を展開した。すなわち、1844
年の望贋条約、1858年の天津条約によって最恵国待遇を獲得して、通商上の機会均等を確保してい
った。そのさい、中国の領土保全政策がとられた。また日本にたいしては、1854年に開国をおこなわせた。
　しかし、こうして1840・50年代に形成されたアメリカの極東進出の構造は、その後たいした拡大・
発展をみなかった。アメリカは南北戦争およびそれに続く「再建の時代」に、国内問題に忙殺され
て、極東をふくめて海外にたいする関心をいちじるしく減じざるを得なかったのである。国内問題
が解決された後、工業化の進展と独占資本主義の成立とあいまって、アメリカは189G年代にふたた
び活発な極東進出をおこない、その一環として1898年の米西戦争によってフィリピン、グアムおよ
びハワイの併合をおこない、1899年には対中国門β開放宣蓋を発するのである。
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